
【追加質問等一覧】

質問
番号

資料
番号

担当課 回答欄

1
1-5
1-6

商業観光課

　アドバイザー派遣については、派遣終了後、派遣先店舗に対し職員によるヒアリング調査
を実施しており、その結果を市ホームページで公開しています。
　また、市補助金を活用して実施された事業については、イベント等の来場者数により効果
測定しており、その結果を市ホームページで公開しています。

※アドバイザー派遣結果（別紙１）、施策評価シート【分野別施策】（別紙２）のとおり

2 1-6 商業観光課

　平成３１年１月１日現在、紅谷町及び明石町にある１８商店会を中心商店街として、また
それ以外の地区にある２７商店会を地域商店街として位置付けています。

3 1-6 商業観光課

平成２９年度：サンロードあさひ商店会協同組合
平成２８年度：八幡商店会、港栄会
平成２７年度：平塚逸品研究会、港栄会

4 1-6 商業観光課

　地域の商店会は、各商店会が離れているため、商店会の連合体である商店街連合会を除
き、複数の商店会が連携する組織はありません。
　地域商店街については、街路灯などの商店街共同施設やイベント・販売促進事業などにか
かる経費に対する補助を実施するとともに、効果的なイベントの実施など商店街活動におけ
る課題の解決のため、専門家を派遣することなどにより活動を支援しています。
　なお、商店会単位ではありませんが、自店お勧めの逸品を発掘、開発するため、自主的に
活動している商業者グループである「平塚逸品研究会」の活動に対して支援しています。

5 1-6 商業観光課

6 1-7 商業観光課

　大型商業施設への対応としては、大型店との差別化や消費者ニーズを捉えた経営など買い
物客が訪れたくなる「魅力ある個店づくり」や空き店舗対策等の「商店街の活性化」に向け
た支援などの取組が基本であると考えています。ツインシティ大神地区の大型商業施設の開
業にあたっても引き続きこれらの事業に取り組むとともに、商業者の声を聴きながら、必要
に応じて事業内容の見直しや拡充を検討していきます。

7 2-1 保育課

　事業の委託先は、民間非営利団体の社会福祉法人平塚市社会福祉協議会です。社会福祉法
人として定款を定めています。
（定款上の目的）
　この社会福祉法人は、平塚市における社会福祉事業その他の社会福祉を目的とする事業の
健全な発達及び社会福祉に関する活動の活性化により、地域福祉の推進を図ることを目的と
する。

　ツインシティ整備事業の一環として、大規模商業施設の開業を予定されていると聞
いていますが、これは潜在的には１－５、１－６の商店街活性化事業の障害となり得
るものであろうと思われます。大規模商業施設開業後には、１－５、１－６の商店街
活性化支援事業の内容をさらに拡充するなどの見直しが必要かと思われますが、それ
についてのご見解をお聞かせください。

　平塚市ファミリーサポートセンターへ事業委託料を支払っている形になっています
が、この組織は平塚市から独立している組織と理解してよいでしょうか。組織の具体
的内容（規約など）をご教示ください。

　事業の対象となる商店街について、資料では中心商店街と地域商店街に分けている
ようですが、地域商店街とは具体的にいくつあるのでしょうか。

追加質問等

　活動の指標としてアドバイザーの派遣回数や補助金を活用して実施された事業数を
挙げています。これらの事業の効果の測定はどのような形でなされるのでしょうか。
たとえば、商店街を構成する各店舗の来客数、売上などの統計を取るなど、目に見え
る形での効果測定、公表をすることは可能でしょうか。

　過去3年間にわたり、商店街アドバイザーの派遣を受け入れた商店街はどこでしょう
か。

　中心商店街であれば、市の補助金を活用する事業を実施する組織もあると思われま
すが、地域商店街については同様な組織があるのでしょうか。

　私見ですが、どうしても中心商店街に対する支援が多くを占めてしまい、地域商店
街への支援は少なくなるように思われますが、地域商店街への支援は十分にできるの
でしょうか。
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8 2-1 保育課

　委託業務の内容は、アドバイザーを配置し、次の業務を行うものとしています。
　　・事業内容の周知及び啓発に関する業務
　　・会員の募集、登録事務その他会員組織に関する業務
　　・相互援助活動の調整に関する業務
　　・会員に対する講習会及び交流会の開催に関する業務
　　・関係機関との連絡調整に関する業務
　委託料の算定根拠は、アドバイザーを常時２名と事務員を配置する体制をとるための人件
費と上記業務を行うに当たって必要な経費を根拠に算定しています。

9 2-1 保育課

　平塚市が報酬基準を定めています。

10 2-1 保育課

　依頼会員から支援会員への感謝の声が多く聞かれます。その中には、いずれ支援会員とな
りお返しをしたいという意見もあり、自身の子どもの年齢や就労状況にもよりますが、将来
的に支援会員となっていただける方もいると考えています。今年度、依頼会員から支援会員
への移行を促すため、センター事務局から１１月に実施した支援会員講習会への参加を働き
かけ、２人の依頼会員が受講をし、講習全てを受講した１人が支援会員になっていただいて
おります。

11 2-1 保育課

　場所については、市のほぼ中央に位置し、かつ、公民館に隣接し、子育て支援センターと
同一敷地内に所在しています。また、車を利用する際も市道に直接面していることから、運
用や利用面で特段支障はないものと認識しています。

12 2-2 保育課

　平成30年度事業における保育士就職促進支援事業貸付金の条件等は次のとおりです。
　　ア　市内へ平成30年1月2日から平成31年1月1日までに転入した保育士
　　イ　市内の民間認可保育所へ平成30年1月1日から平成30年12月31日までに就職した
        保育士
　ア、イの２点を満たす保育士を雇用し、当該保育士に対し貸付を行った法人等へ貸し
付ける
　　・貸付金は最大100万円
　　・就職当初と同様の雇用条件で就労継続している間は、申出により返済猶予ができる
　　　また、５年間就労継続で全額返済免除（３年間就労継続時点で半額免除）
　　・金利は無利子
　　・担保無し

　事業の運営にあたり、「依頼会員」が「支援会員」になる可能性についてどう考え
るか。

　事業の運営にあたり、ファミリーサポートセンターの所在地（豊田にあるとすれば
広く認識されにくいのではないか。）についてどう考えるか。

　この事業の中の「平塚市補助事業・貸付事業」（４）保育士就職促進支援事業貸付
金として、平塚市や該当する法人等へ貸し付けを実施する際の、貸し付け条件（上限
額、返済期間、金利、担保提供など）はどのようになっているのでしょうか。

　事業委託料として29年度は12,327千円の支出がありますが、この委託業務の内容、
委託料の算定根拠について教えてください。

　この事業の中で、依頼会員が支援会員に支払う報酬の額が記載されていますが、こ
の報酬の決定に関して、平塚市はどの程度関与しているのでしょうか。
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13 2-2 保育課

　「小規模保育事業」については、今年度新たに運営事業者の募集を行い、事業候補者とし
て２つの法人を選定し、平成３１年４月の開所に向けて準備を進めております。
　「第２回ミーティング」の開催に先立ち寄せられました御質問に対する回答のとおり、本
市においては今後も新園整備や既設保育所の増築など、認可保育所の整備を中心に保育の受
け皿確保を進めてまいりますが、低年齢児に特化した保育の受け皿確保など、必要に応じて
「小規模保育事業」を実施してまいります。
 また、「家庭的保育事業」については、保育の質の面を市としていかに担保するかなど、他
市の導入事例などを研究していきたいと考えています。

14 2-5 青少年課

　この施設は、放課後児童クラブ専用施設として小学校敷地内に建設した４施設のうちの２
施設で、平成３０年１１月以降は、全４施設が１０年間のリース期間が満了し、市へ無償譲
渡されているため、リース料は発生しておりません。施設がまだ新しく設備も整っているた
め、当面はこのまま利用していく予定です。

15 2-5 青少年課

　機械警備業務の具体的な内容は、次のとおりです。
　・警報機器による異常の監視
　・異常検知による緊急対処（緊急連絡先に電話連絡し、必要により警察
　　機関への通報および契約対象物件の現地確認）
　・非常通報装置の作動確認（年１回）
　また、この事業の予算で警備をしている施設は専用施設と小学校余裕教室で、他の公共施
設（分庁舎、港こども園）は、それぞれの施設管理予算で行っており、民間施設は各運営者
の判断により、必要に応じて機械警備を実施しています。

16 2-5 青少年課

　委託している業務の内容は、放課後等における小学校児童の保育や入所手続き等の運営業
務、生活保護受給世帯や市民税非課税世帯における保育料減免業務などです。
　委託料の算定根拠は、子ども・子育て支援交付金の交付要綱を基に作成した、「平成２９
年度平塚市放課後児童クラブに関する委託料算出基準」（別紙３）です。

17 2-5 青少年課

　大野小学校敷地内の専用施設、花水小学校敷地内の専用施設、旭小学校に近接する専用施
設で実施している３クラブで、大野小学校はＮＰＯ法人が花水小学校と旭小学校はいずれも
保護者会が運営しています。

18 2-5 青少年課

　市が建設した４つの専用施設において、平成１８年度から指定管理者制度を導入してきま
した。しかしながら、制度導入後１０年が経ち、保護者会の負担が大きいことや、制度が放
課後児童クラブの運営になじまないという判断から、平成３０年度以降は指定管理者制度で
はなく全てのクラブにおいて業務委託契約に変更しています。

19 － 産業振興課

　「平塚ビジネス支援ガイドブック」を提供します。　個別施策Ⅰ－（１）の事業間の違い（対象者や目的など）がわかりづらいため、整
理されたものがあれば、提供いただきたい。

　指定管理による委託とその他の委託についてどのように区別しているのか。

　指定管理によって委託している放課後児童クラブはどこか。また、その受託者は誰
か。

　29年度の事業費のうち「委託料・その他委託」251,725千円の支出について、委託し
ている業務の内容、委託料の算定根拠をご教示ください。

　29年度の事業費の内訳の中に「民間施設のリース料」（２施設）4,526千円の支出が
ありますが、この民間２施設について、小学校の余裕教室への移設を進めていくこと
は可能でしょうか。

　民間保育施設のうち、平塚市においては「小規模保育事業」や「家庭的保育事業」
を行う保育施設が存在していないようですが、将来的に、こういった施設の認証を促
進していくという考えはあるのでしょうか。

　29年度の事業費の中の「専用施設4か所、小学校余裕教室6か所」について業務委託
料1,134千円が計上されていますが、この業務の具体的内容と、警備をしている施設と
そうでない施設とを区分している基準について教えてください。
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平成２９年度平塚市放課後児童クラブに関する委託料算出基準 
 
１ 委託料算出基準 
 平塚市放課後児童クラブ（以下「児童クラブ」という。）の委託料は、次のとおりとする。 

（１）運営費（年間開所日数２５０日以上の場合） 
   対象経費は、児童クラブの人件費を含む運営経費とする。 
  ア 基本額（支援の単位当たりの年額） 
（ア）児童数 ５～１９人の支援の単位 

１，４４７，０００円－（１９人－支援の単位を構成する児童数）×２７，０００円 
  （イ）児童数２０～３５人の支援の単位 
     ３，７４４，０００円－（３６人－支援の単位を構成する児童数）×２５，５００円 
（ウ）児童数３６～４５人の支援の単位 

３，７４４，０００円 
（エ）児童数４６～７０人の支援の単位 

３，７４４，０００円－（支援の単位を構成する児童数－４５人）×３１，５００円 
（オ）児童数７１人以上の支援の単位 

２，９１７，０００円 
※運営費の対象となる児童クラブは、在籍する児童が１０人以上とする。ただし、市長が特に認めた場合は 

５人以上とすることができる。 

 
  イ 開所日数加算（１日８時間以上開所する場合。支援の単位当たりの年額） 
    （年間開所日数－２５０日）×１５，０００円 

※ただし、土曜日、日曜日、祝日において合同保育を行う場合で、支援の単位ごとに放課後児童支援員を 

２名以上（うち１名は補助員でも可）の基準を満たさないときは開所日数に含めることはできない。 
 
  ウ 長時間開所加算（支援の単位当たりの年額） 
（ア）平日分（１日６時間を超え、かつ１８時を超えて開所する場合） 

「１日６時間を超え、かつ１８時を超える時間」の年間平均時間数 ×２９８，０００円 
（イ）長期休暇分（１日８時間を超えて開所する場合） 

「１日８時間を超える時間」の年間平均時間数 ×１３４，０００円 
 
（２）運営費（年間開所日数２００～２４９日の場合） 

対象経費は、児童クラブの人件費を含む運営経費とする。 
 ア 基本額（支援の単位当たりの年額） 
（ア）児童数  ５～１９人の支援の単位    ９５８，０００円 
（イ）児童数  ２０人以上の支援の単位     ２，３０４，０００円 

  イ 長時間開所加算（支援の単位当たりの年額） 
    平日における「１日６時間を超え、かつ１８時を超える時間」の 

年間平均時間数 ×２９８，０００円 
※運営費の対象となる児童クラブは、在籍する児童が１０人以上とする。ただし、市長が特に認めた場合は 

５人以上とすることができる。 
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（３）障がい児受入加算（開所日数２００日以上。支援の単位当たりの年額） 
      障がい児童を受け入れるため、必要な専門的知識等を有する放課後児童支援員等（以下、「専 

門職員」という）を配置する場合に、受入障がい児童数等に応じて次の額を加算する。 
   ア 障がい児受入推進  １，７４８，０００円 
     ※障がい児童を１人以上受入し、専門職員を１名以上配置すること。 

   イ 障がい児受入強化  １，７４８，０００円 
     ※障がい児童を５人以上受入し、上記アで配置した専門職員に加えて、専門職員を１名以上配置すること。 

 
（４）放課後児童支援員等処遇改善等加算（支援の単位当たりの年額） 

１８時半を超えて事業を行う児童クラブのうち、本加算を受ける児童クラブに対して、事業に従事 
する者の賃金改善に必要な費用の一部を加算する。 
なお、加算要件については、放課後児童支援員等処遇改善等加算手引によるものとする。 

   １８０，０００円（上限） 
 
（５）小規模児童クラブ支援加算（児童数１９人以下。支援の単位当たりの年額） 
   小規模児童クラブにおける放課後児童支援員等を複数配置するため、次の額を加算する。 
   ５４４，０００円 
 
（６）放課後児童クラブ送迎支援加算（支援の単位当たりの年額） 
   授業終了後に放課後児童クラブに移動する際に、子どもの安全・安心の確保を目的とした送迎 

支援を行うために必要な経費を加算する。 
    なお、本加算は、土屋小学校区児童を対象として実施する場合に限るものとする。 
   ５６０，０００円（上限） 
 
（７）施設の借上げ料（家賃） 
      １児童クラブ当たり、当該施設の家賃（共益費等含まず）を補助する。 
   月額１８０，０００円（上限） 

 
（８）施設の賃貸借に要する経費 
ア 施設の賃貸借に要する敷金 
施設の賃貸借に要する敷金として、当該施設の家賃月額の３ヶ月分か４５０，０００円のい 
ずれか低い額を上限に補助する。 
なお、この補助の対象は敷金に限るものとし、礼金の部分は補助の対象としない。 

  イ アの「施設の賃貸借に要する敷金」の制限 
「施設の賃貸借に要する敷金」の補助を受けた場合は、５年間は、この補助を再び受けるこ 
とはできない。ただし、通所児童数の急増などの理由により、施設の借替えが児童クラブの 
正常な運営上必要であると市長が特に認める場合はこの限りでない。 

 
２ その他 
  １の（３）、（４）、（６）、（７）の項目については、年度末に精算を行う。 
  この基準等に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 


